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2019年〜2023年に起こっている主な事象
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2019

出張隆盛期

• 出張ボリュームの最大化
• 出張コストの最大化
• 海外との頻繁な人事交流

（赴任・帰任・外国人就労など）
• 多用な出張方法の選択肢

（航空会社・宿泊方法など）

2020

出張減衰期

• 感染症リスクの拡大
• 見えない先行き
• 限られた人流
• 出張規制拡大
• オンライン会議の浸透
• 出張コストの減少

2021

出張ゼロ期

• 感染症リスクの継続
• 見えない先行き
• 限られた人流
• 出張規制の継続
• オンライン会議の普遍化
• 出張のゼロコスト化

2022

出張再開模索期

• 感染症リスクの継続
• 限られた人流
• 出張規制の継続
• オンライン会議のストレス
• 海外諸国での移動再開
• 日本企業の一部出張再開
• 航空会社の運賃市場価格上昇

2023

出張再開期

• 感染症リスクの減少
• 出張規制の緩和あるいは撤廃
• 出張とオンライン会議の併用
• 日本企業の出張再開
• 航空会社の運賃市場価格上昇
• 出張コストの急激な上昇
（概ね従前コストの1.5～2倍）



このタイミングで出張動向調査が必要な理由
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コスト
未だかつてない運賃上昇が起こっている。
ゼロコスト段階からどれだけ出張コストが上がるのか、予算管理に重要。

出張手配
19年以前と現在では、手配上重要なポイントが異なる。
現場の手配方法を見直す必要がある。

サステナビリティ
TCFDに基づき、出張分野も気候変動対策が重要。
特に、移動に伴う排出量の管理と削減が必要になってきている。

安全
19年当時の安全管理に戻すのではなく、この2年培ってきた教訓を踏まえ、
管理方法の見直しが重要。

社員ケア
一定の危機は脱しているが、19年以前と同じような心持での出張は困難。
ウェルビーイング観点からも、出張に関係する社員のケアが重要視されてきている。

※TCFD：気候関連財務情報開示タスクフォース



出張動向調査の進め方
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コスト 安全 出張手配 社員ケア
サステナビリ
ティ

出張コスト上昇範囲

・緊急時対応
・平常時／要警戒時
対応
・ユーザー動線

・出入国対応の現場
周知
・現場のガバナンス
対応
・オンライン活用

・出張者のウェル
ビーイング
・出張関係者の業務
効率化

脱炭素対応

19年比を基準とした
渡航データ分析

・コンサルタントに
よるヒアリング
・文書の分析

・コンサルタントに
よるヒアリング
・文書の分析

コンサルタントによ
るヒアリング

・コンサルタントに
よるヒアリング
・サステナビリティ
レポート検証

23年コスト可視化

コスト抑制案提供

未対応課題の抽出

管理強化案提供

未対応課題の抽出

利便性向上案提供

未対応課題の抽出

業務効率化案提供

未対応課題の抽出

脱炭素推進案提供

分析項目

分析観点

分析手法

ソリュー
ション



レポート成果物サンプル

5Copyright TOPREP CORPORATION All Rights Reserved.


